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支配株主等に関する事項について 

 
 
 
 ａ．親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 
                                          （平成26年3月31日現在）   

議決権等の所有 
（被所有）割合（％） 

名   称 属   性 
直接 
所有分

合算 
対象分

計 

発行する株券が上場され 

ている金融商品取引所等 

四国電力株式会社 
他の会社の関連会社である

場合における当該他の会社
32.4 0.0 32.4 

株式会社東京証券取引所 
株式会社大阪証券取引所 

  
                        
 ｂ．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置づけ 
 
   当社は、四国電力(株)を中心とする四国電力グループに属する同社の関連会社であり、電力関連工事の施工

を通じ、電力安定供給の一翼を担っております。当社は、電力送配電設備の安全かつ信頼度の高い設計・施工
・保守等に万全を期すため、同社との密接な協力関係を維持して業務の運営を行っております。 

 
   当社取締役１４名のうち、四国電力(株)からは１名が社外取締役として就任しております。監査役５名（社

外監査役３名）のうち、同社からは１名が非常勤の社外監査役として就任しております。また、当社は、配電
設備にかかる一貫処理体制による業務運営の更なる効率化に繋げるため、従来からの工事施工に加え、平成 
１７年４月以降、配電設計・保守業務を本格的に受託したことに伴い、同社から業務に必要な出向者約500名
を受け入れております。 

 
   当社は、同社と緊密な協力関係にありますが、当社の事業展開にあたっては、一定の独立性が確保されてい

ると認識しております。 
 
 （役員の兼務状況）                            （平成26年6月27日現在）     

役  職 氏  名 親会社等での役職 

 

就 任 理 由 

 

社外取締役（非常勤） 

 

宮 内 義 憲 

 四国電力株式会社 
常務取締役  
秘書部・人事労務部・総
合研修所・総合健康開発
センター担当 

豊富な経験と幅広い知識を
当社経営に活かし、取締役
会の一層の活性化を図るた
め就任を依頼 

 
 

社外監査役（非常勤） 
 
 

 
地 紙 俊 彦 

四国電力株式会社 

監査役（常勤） 

豊富な経験と幅広い知識を
活かし、当社監査体制の一
層の活性化を図るため就任
を依頼 

 
 



 
 
 
 
（出向者の受入れ状況）                          （平成26年3月31日現在）    

部 署 名 人  数 親会社等の企業名 

 

出向者受入れ理由 

 

配 電 部 門 

 

    ５０２名 

 

  四国電力株式会社 
配電設計・保守業務の 

 受託に伴う出向受入 

そ の 他 

 

４２名 

 

四国電力株式会社 
四国電力株式会社との 

関係業務の連携強化等 

 （注）当社の従業員は２,１４３名である。 

 

 ｃ．親会社等との取引に関する事項 
                 （平成26年3月31日現在） 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又は 

出資金(百万円)

事業の内容

又は職業 

議決権等の所有 

(被所有)割合(％) 

所有 － その他の 

関係会社 
四国電力(株) 香川県高松市 145,551 電気事業

被所有 直接 32.4 

関連当事者との関係 

役員の兼任等 事業上の関係 
取引の内容 

取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)

配電・送電・ 

電気計装・ 

空調管工事の 

受注 

32,844

(債権) 

完成工事未収入金 

 

(債務) 

未成工事受入金等 

4,832

243
営業取引

   
兼 任  ２名 

配電・送電・ 

電気計装・空調 

管工事の受注先 

営業外取引

短期資金の 

預け入れ 

(△ 回収) 

2,800 
(債権) 

関係会社預け金 3,800

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

・配電工事については、請負契約により交渉の上、決定している。 

・送電・電気計装・空調管工事については、当社より提示した見積工事価格により都度交渉の上、決定している。 

・営業外取引の短期資金の預け入れについては、短期の余裕資金を先方の提示条件を考慮の上、預け入れている。 

なお、取引金額は、期中の増減の純額を記載しており、当事業年度の回収額は9,750 百万円である。 

 ・取引金額は消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでいる。 

 

 


